














であった。単なる傍論 obiter dictum でしかないが故に、この裁判は、画期的な影
響を与えることはできなかった。





















のは、BGH は、これについて多くの重要な裁判をしたからである（BGHSt 38, 214
──黙秘権についての教示がなされなかった際の利用禁止の承認；BGHSt 38, 372──被疑者
に弁護人の照会が拒否される場合の利用禁止の承認；BGHSt 39, 349──精神的に障害のある




















　この裁判は、例外なく歓迎された（Beulke NStZ 1996, 257; Hamm NJW 1996, 2185; 
























163条 a 4 項2文、136条1項2文、137条1項に対する違反を確認したにもかかわ
らず、被告人を不当に取り調べた警察官を証人として取調べすることに対して弁護
人が公判で適時に異議を申し立てなかったことを理由に上告を認めなかったからで
ある（NStZ 1996, 291, 293. 本稿では述べなかった異議義務の論争については、次の資料を参
照。SKStPO-Rogall (Juli 1995) vor §133 Rn 178. ; Widmaier NStZ 1992, 519）。第5刑事部
は、つとに弁護人が刑訴法257条に掲げられた時点までに公判において警察の取調






































て動揺し、なれない環境によって圧迫され、おびえている』（NStZ 1996, 291, 292.
──アメリカの最高裁判所は、既に30年前に有名なミランダ判決において取調べ状況につい























































































































































た（NStZ 1996, 291, 292）、弁護士の緊急援助は、別の裁判区域に拡張されうるであ
ろう。その緊急援助に係わる弁護士がいつでも手配でき、そして多くの場所で既に
行われているように、緊急援助弁護士の電話番号が警察署で知られている場合に
は、取調官が、取調べ前に弁護士と相談することを要求する被疑者にその名前を言
うことは、十分に期待できるであろう。ひょっとすると警察の取調べ前に弁護士と
相談する権利のより容易な実行は、刑事訴追利益との考量の範囲において第1刑事
部よりも高い価値をこれに与える裁判が出てくる契機となりうるかもしれない」
（趣旨）
